
■物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金効果検証一覧表（令和５年度事業）

Ｎｏ 担当部局課名 交付金事業の名称 事業の概要 事業実績 総事業費
うち

交付金充当
事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業実施による効果

1 保健福祉課
住民税（均等割）非課税世帯に対する臨時特別
給付金事業【物価高騰対策給付金】

R５年度分の住民税非課税世帯への給付　7万円/世帯
・R５年度分の住民税非課税世帯:661世帯×70,000円=46,270,000
円
・事務費:1,580,240円

47,850,240 47,850,240 R6.1.1 R6.3.31
物価高が続く中で、住民税非課税世帯に対して給付
金の支給を開始することで、影響緩和を行うことがで
きた。

2 税務住民課
住民税（均等割のみ）課税世帯に対する臨時特
別給付金事業

R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯　94世帯×10万円
・R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯:94世帯×100,000円＝
9,400,000円
・事務費:318,596円

9,718,596 9,718,596 R6.4.1 R7.3.31
物価高が続く中で、住民税均等割のみ課税世帯に対
して給付金の支給を開始することで、影響緩和を行う
ことができた。

3 保健福祉課
低所得子育て世帯に対する臨時特別給付金事
業

R5年度分の住民税均等割非課税世帯及び均等割のみ課税世帯
の子ども（18歳以下対象）　48人×5万円

・R5年度分の住民税均等割非課税世帯及び均等割のみ課税世帯
の子ども（18歳以下対象）:48人×50,000円=2,400,000円
・事務費:223,044円

2,623,044 2,623,044 R6.4.1 R7.3.31
物価高が続く中で、住民税均等割非課税世帯及び均
等割のみ課税世帯に対して給付金の支給を開始する
ことで、影響緩和を行うことができた。

10 地域魅力創造課 交通事業者燃油高騰対策事業
・バス事業者への補助　6万円/台
・ハイヤー事業者への補助　2万円/台

・バス事業者:60,000円×5台＝300,000円
・ハイヤー事業者:20,000円×7台＝140,000円

440,000 440,000 R6.1.1 R6.3.29

①燃料価格高騰の影響を受けている交通事業者（バ
ス、タクシー事業者）に対し補助を行うことで、影響緩
和を行うことができた。

11 地域魅力創造課 令和5年度上川町地域生活応援券事業（第2弾） 各世帯にクーポン券を配布　1万円/世帯(500円×20枚)
・クーポン券:500円×36,490枚＝18,245,000円(交付金充当経費)
・事務費:1,520,743円(交付金充当外経費)

19,765,743 18,245,000 R5.12.14 R6.3.29
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け
た世帯に対し、全世帯に生活応援券（１万円）を配布
することで、影響緩和を行うことができた。

12 保健福祉課 介護施設等食材費物価高騰対策支援事業
介護施設事業所への補助　入所系2万円/定員数,通所系:1万円/
定員数

・入所系（特養50人・グループホーム18人）
（20,000円×50人＝1,000,000円、20,000円×18人＝360,000円）
・通所系（通所介護18人）
（10,000円×18人＝180,000円）

1,540,000 1,540,000 R6.1.1 R6.3.25

物価高騰の影響により、食材・賄い材料費の負担が
増加している介護福祉施設に支援金を支給すること
で、影響緩和を行うことができた。

13 教育委員会 私立幼稚園物価高騰対策支援事業 幼稚園への補助　20万円×/施設 幼稚園:200,000円×２施設＝400,000円 400,000 400,000 R6.1.1 R6.3.8

物価の高騰のよる影響を受けている私立幼稚園の負
担を軽減するため、私立幼稚園事業者に対して光熱
費等に係る費用の一部（200千円）を支援することで、
影響緩和を行うことができた。

合計 82,337,623 80,816,880


